
        ・満期保有目的の債券

　　　　　　購入時の取得原価によっている。

　　　　　　時価のあるものについては、期末日の市場価格等に基づく時価法による

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額

基本財産

1,086,624,280 3,415,640

604,000,000

1,690,624,280 3,415,640 0

9,072,541 1,735,500 0

17,215,752 2,500,000

21,118 0

10,000,000 0

36,309,411 1,735,500 2,500,000

1,726,933,691 5,151,140 2,500,000

　　小　計 35,544,911

　　合　計 1,729,584,831

　調査研究事業積立預金 14,715,752

　財務改善準備金 21,118

　都市農地活用支援基金 10,000,000

　　　小  計 1,694,039,920

特定資産

　退職給与引当資産 10,808,041

　定期預金 604,000,000

（６）消費税等の会計処理

　　　　・税込み処理

２．会計方針の変更

　　　　・なし

３．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　　　基本財産及び特定資産の増減及びその残高は、次のとおりである。

　　科　　　　目 当期末残高

　投資有価証券 1,090,039,920

　　　　・費用処理

財務諸表に対する注記

１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　・満期保有目的の債券並びに子会社株式及び関連会社株式以外の有価証券

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

        ・なし

（３）固定資産の減価償却の方法

　　　　・法人税率法に定める定率法を採用

（４）引当金の計上基準

　　　　・退職給与引当金：期末退職給与の要支給額を計上

（５）リース取引の処理方法



（単位：円）

1,090,039,920 1,090,039,920

604,000,000 604,000,000

1,694,039,920 0 1,694,039,920

10,808,041

14,715,752 14,715,752

21,118 21,118

10,000,000 10,000,000

35,544,911 0 24,736,870

1,729,584,831 0 1,718,776,790

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

215,600 206,976 8,624

215,600 206,976 8,624

（単位：円）

基本財産

　定期預金 604,000,000 604,000,000 604,000,000 0 604,000,000

　小　計 604,000,000 0 604,000,000 604,000,000 0 604,000,000

　満期保有目的債権

　　外国債券 700,000,000 700,000,000 700,000,000 注 700,000,000

　小　計 700,000,000 0 700,000,000 700,000,000 注 700,000,000

　満期保有目的以外債権（時価）

　 国債 82,500,280 0 82,500,280 81,427,920 -1,072,360 76,000,000

　 外国債券 304,124,000 0 304,124,000 308,612,000 4,488,000 300,000,000

　小　計 386,624,280 0 386,624,280 390,039,920 376,000,000

基本財産　計 1,690,624,280 0 1,690,624,280 1,694,039,920 1,680,000,000

（単位：円）
科目 帳簿価額 時価 評価損益

基本財産
　　外国債券 700,000,000 684,590,000 -15,410,000

期末取得価額

3,415,640

3,415,640

特定資産については、評価損益等はない。　

注　満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。　

　　合　計

６．基本財産及び特定資産の取得価額、時価及び評価損益等
　　　基本財産及び特定資産の取得価額、時価及び評価損益等は、次のとおりである。

科目 期首帳簿価額 増減
時価評価前

期末帳簿価額
期末帳簿価額 評価損益

什器備品（金　庫）

　財務改善準備金

　都市農地活用支援基金

　　小　計 10,808,041

　　合　計 10,808,041

５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高（直接法により減価償却を行っている）

　　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

　　科　　目

特定資産

　退職給与引当資産 10,808,041

　調査研究事業積立預金

　投資有価証券

　定期預金

　　小　計 0

基本財産

４．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　　基本財産及び特定資産の増減等の内訳は、次のとおりである。

科　目 当期末残高
（うち指定正味
財産からの充当
額）

（うち一般正味
財産からの充当
額）

（うち負債に対応
する額）


